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まちづくり助成要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、生活環境の改善、都市機能の更新、土地の合理的で健全な利用を図り、か

つ、本市の総合計画等に整合したまちづくり計画等の立案や活用に取組む住民団体に対して助

成することにより、市民による自主的なまちづくりを推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ コンサルタント：市長が別に定める基準により登録された、都市計画、建築設計等まちづ

くりに関し相当の専門知識及び実務経験を有する者。 

⑵ 建築協定：建築基準法（昭和 25 年法律 201 号）第４章の規定による建築協定をいう。 

⑶ 地区計画等：都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第 12 条の４第１項第１号の規定によ

る地区計画及び同項第３号の規定による沿道地区計画をいう。 

⑷ 景観重点地区：西宮市都市景観条例（平成 21 年条例第８号）第７条の規定による景観重

点地区をいう。 

⑸ まちづくり協定：西宮市まちなみまちづくり基本条例（平成 30年条例第 27号）第８条の

規定によるまちづくり協定をいう。 

⑹ まちづくり協定運営団体：西宮市まちなみまちづくり基本条例（平成 30 年条例第 27号）

第１０条第１項の規定によるまちづくり協定運営団体をいう。 

⑺ 技術的援助：住民団体によるまちづくり基本構想等の作成に際し、必要な資料を提供し、

又は助言･指導を行うことをいう。 

⑻ 一般的便益：研究会等の講師の斡旋、集会場の提供その他一般的な便益をいう。 

 

（助成の種類） 

第３条 この要綱による助成は、次のとおりとする。 

⑴ コンサルタントの派遣 

⑵ 計画策定等活動助成金の交付 

⑶ まちづくり協定運営助成金の交付 

 

（助成対象団体） 

第４条 前条第１号の派遣を受けることのできる団体（以下｢派遣対象団体」という。）は、次

の各号の一の要件に該当し、かつ、市長が助成する必要があると認めるものとする。 

⑴ ２名以上の関係権利者（市内に土地若しくは家屋の所有権、借地権又は借家権を有する

個人及び法人をいう。以下同じ。）が建築物の共同化又は協調化（以下「建築物の共同化等」

という。）の計画案を作成する事業を行う目的で結成した団体 
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⑵ 地区住民又は関係権利者が、住環境の整備計画、建築協定、地区計画等、景観重点地区、

まちづくり協定、その他まちづくりの計画等（以下「住環境の整備計画等」という。）を策

定又は変更する事業を行う目的で結成した５名以上の団体 

２ 前条第２号の助成金の交付を受けることのできる団体（以下｢計画策定等活動助成金交付対

象団体」という。）は、次に掲げる要件を満たし、かつ、市長が助成する必要があると認める

ものとする。 

⑴ 地区住民自らが、住環境の整備計画等の策定、変更又は住民の総意によるまちづくりの構

想、事業手法等の調査･研究をしようとしていること。 

⑵ 一体的に区域が形成されている地区を代表する住民組織により構成され、規約等が整備さ

れていること。 

⑶ 当該団体の活動内容、活動の成果及び西宮市が当該団体に提供した情報等がその地区の住

民に周知徹底できる機能を備えていること。 

⑷ 利害を共通する特定の者（地主、家主、借家人等をいう。）のみにより構成されているも

のではないこと。 

３ 前条第３号の助成金の交付を受けることのできる団体（以下｢まちづくり協定運営助成金交

付対象団体」という。）は、西宮市まちなみまちづくり基本条例第１０条第２項の規定による

まちづくり協定運営団体の認定を受け、かつ、市長が助成する必要があると認めるものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、他の要綱等により助成対象となっている団体は、この要綱によ

る助成を受けることができない。 

５ 前条第２号に規定する助成及び前条第３号に規定する助成は併用できないものとする。 

 

（助成の申請） 

第５条 派遣対象団体の代表者は、当該派遣を受けようとするときは、年度ごとにコンサルタン

ト派遣申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

⑴ 計画の概要書 

⑵ 派遣申請団体の構成員名簿 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 計画策定等活動助成金交付対象団体の代表者は、当該助成金を受けようとするときは、年度

ごとに助成金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければなら

ない。 

⑴ 役員名簿及び構成員名簿 

⑵ 団体の規約又はこれに代わるもの 

⑶ 事業計画書 

⑷ 収支計画書 

⑸ その他市長が必要と認めるもの 

３ まちづくり協定運営助成金交付対象団体の代表者は、当該助成金を受けようとするときは、

年度ごとに助成金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければ
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ならない。 

⑴ 役員名簿及び構成員名簿 

⑵ 団体の規約又はこれに代わるもの 

⑶ 事業計画書 

⑷ 収支計画書 

⑸ その他市長が必要と認めるもの 

 

（助成の決定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請を受理した場合において、その内容を審査の上、

派遣を決定したときはコンサルタント派遣決定通知書（様式第３号）により、派遣しないこと

を決定したときはコンサルタント非派遣決定通知書（様式第４号）により当該申請者に通知す

るものとする。 

２ コンサルタントの派遣は、別に定めるところにより、まちづくり等相談業務派遣（以下｢相

談派遣｣という。）及びまちづくり等計画業務派遣（以下｢計画派遣」という。）に分けて行い、

計画派遣については、相談派遣の結果を審査し、継続して行う必要があると認められる場合に

おいて行うものとする。ただし、計画派遣については、市長が特に認める場合、相談派遣を経

ずに行うことができる。 

３ 派遣するコンサルタントについては、市長が選考し、決定する。この場合において、必要に

応じ、コンサルタント派遣検討会に諮るものとする。 

４ コンサルタントの派遣については、コンサルタント業務依頼書（様式第５号）を交付して行

う。 

５ 市長は、前条第２項又は第３項の規定による申請を受理した場合において、その内容を審査

の上、助成金を交付する旨を決定したときは助成金交付決定通知書（様式第６号）により、交

付しない旨の決定をしたときは助成金不交付決定通知書（様式第７号）により、当該申請者に

通知する。 

６ 市長は、助成金の交付を決定する場合において必要があると認めるときは、条件を付するこ

とができる。 

 

（助成の方法） 

第７条 第３条第１号の助成は、コンサルタントを派遣対象団体に派遣し、次に定める業務を提

供することにより行う。 

⑴ 講習会、研究会等において指導及び助言をすること。  

⑵ 建築物の共同化等への基本的な合意を得るための方針及び基本計画の作成を行うこと。 

⑶ まちづくりに関する基本構想及び基本計画を作成又は変更すること。 

⑷ その他市長が必要と認めること。 

２ 前条第２項に規定するコンサルタントの派遣期間は、相談派遣にあっては１年以内、計画派

遣にあっては３年以内とする。ただし、市長が特に必要と認めるときは、派遣期間を延長する
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ことができる。 

３ 派遣に要する費用は、市長が負担し、予算の範囲内で別に定める基準により、当該コンサ

ルタントに謝金として直接支払うものとする。 

４ 第３条第２号に規定する助成は、市長が次の各号に掲げる経費について、予算の範囲内で助

成金を交付することにより行う。 

⑴ まちづくりの基本構想の作成、事業手法等の調査・研究及び事業計画の作成に要する経費 

⑵ 広報誌、パンフレット等の作成及び配布に要する経費 

⑶ 講演会、研修会等の開催に伴う会場使用料及び講師謝礼 

⑷ 事務連絡等通信又は運搬に要する費用 

⑸ その他市長が必要と認める経費 

５ 前項の規定による助成金の額は、前項各号に掲げる経費の合計額以内で、かつ、年額 100

万円（次項ただし書きに該当する場合は 50 万円）を限度とし、助成金の額に千円未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。 

６ 第４項に規定する助成金の交付は、３年を限度とする。ただし、市長が特に認めた場合は、

５年を限度に延長できるものとする。 

７ 前項ただし書の場合において、都市計画事業等の実施に伴い市長が特に延長が必要であると

認めた場合は、更に２年を限度に延長できるものとする。 

８ 第３条第３号に規定する助成は、市長が次の各号に掲げる経費について、予算の範囲内で助

成金を交付することにより行う。 

⑴ まちづくり協定運営に伴う資料作成及び印刷に要する費用 

⑵ 広報誌、パンフレット等の作成及び配布に要する経費 

⑶ 講演会、研修会等の開催に伴う会場使用料及び講師謝礼 

⑷ 事務連絡等通信又は運搬に要する費用 

⑸ その他市長が必要と認める経費 

９ 前項の規定による助成金の額は、前項各号に掲げる経費の合計額が５万円以内はその全額、

前項各号に掲げる経費の合計額が５万円を超える場合は、助成対象経費から５万円を減じて得

た額の２分の１に５万円を加えた額とし、かつ、年額 20 万円を限度とする。助成金の額に千

円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

10 第８項に規定する助成金の交付は、まちづくり協定運営団体の認定が継続している期間を

限度とする。 

     

（事業内容の変更等） 

第８条 第６条第１項の規定によりコンサルタントの派遣決定を受けた団体（以下｢派遣先団

体｣という。）若しくは第６条第５項の規定により助成金の交付決定を受けた団体（以下「助

成金交付団体」という。）が、助成対象となった事業の内容を変更し、中止し、又は廃止しよ

うとするときは、事業内容変更･中止･廃止承認申請書（様式第８号）を速やかに市長に提出

し、その承認を得なければならない。 
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２ 市長は、前項の申請書を受理し、その内容を審査の上承認する旨の決定をしたときは、事業

内容変更･中止･廃止承認決定通知書（様式第９号）により、当該申請者にその決定を通知する。 

 

（業務及び実績報告）  

第９条 第６条第２項の規定により派遣されたコンサルタントは、派遣事業終了後、速やかにコ

ンサルタント業務報告書（様式第 10 号）を市長に提出しなければならない。 

２ 助成金交付団体は、当該年度における助成金対象事業が完了したときは、速やかに事業実績

報告書（様式第 11号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 決算書又は清算書 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

 

（謝礼の支払い及び助成額の決定）  

第 10 条 市長は、第７条第３項の謝金は、前条第１項の業務報告があったときに支払うものと

する。 

２ 市長は、前条第２項の助成金対象事業の完了を確認したときは、交付すべき助成金の額を確

定し、助成金確定通知書（ 様式第 12 号）により通知する。 

 

（請求及び交付） 

第 11 条 助成金交付団体は、前条第２項に規定する助成金確定通知書を受理したときは、助成

金交付請求書（様式第 13 号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に請求しなければな

らない。 

⑴ 助成金確定通知書の写し 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の請求に基づき助成金を交付するものとする。 

３ 前条第２項及び前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要であると認めるときは、当該年

度に係る助成金対象事業の完了前であっても、助成金を概算交付することができる。この場合

において、概算交付した助成金の額は、前項の規定により交付する助成金の額から差し引くも

のとする。 

 

（帳簿等の整備） 

第 12 条 助成金交付団体は、当該助成金対象事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに収入

及び支出を証する書類を整備し、保管しなければならない。 

 

（状況報告等）  

第 13 条 市長は、事業の適性を確保するため、必要と認めるときは、当該事業の遂行の状況又

は過去の実績等について、当該コンサルタント若しくは助成金交付団体に報告を求め、又は職

員に現地調査を行わせることができる。 
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２ 市長は、前項に規定する報告又は現地調査により、当該事業が助成の内容又はこれに付した

条件に従って執行されていないと認めるときは、当該派遣先団体若しくは助成金交付団体に対

し、これらに従って執行すべきことを命ずることができる。 

 

（決定の取消） 

第 14 条 市長は、派遣先団体又は助成金交付団体が次の各号の一に該当すると認めるときは、

コンサルタントの派遣若しくは助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 派遣事業の目的を達成することができないと認めたとき。 

⑵ 助成金を当該助成事業以外の用途に使用したとき。 

⑶ 助成金の交付の決定内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑷ 市長の承認を得ずに助成事業を変更し、中止し又は廃止したとき。 

⑸ 助成事業に関して詐欺その他不正行為を行ったとき。 

⑹ その他この要綱に違反したとき。 

２ 市長は、コンサルタントの派遣若しくは助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消したと

きは、コンサルタント派遣決定取消通知書（様式第 14号）又は助成金交付決定取消通知書（様

式第 15 号）により通知する。 

 

（助成金の返還）  

第 15 条 市長は、次の各号の一に該当するときは、助成金返還命令書（様式第 16 号）により、

速やかに当該助成金交付団体に対し、それぞれ当該各号に定める額の返還を請求しなければな

らない。 

⑴ 助成金の交付の決定の全部又は一部を取消した場合において、当該取消しにかかる助成

金が既に交付されているとき：当該取消しに係る額 

⑵ 概算交付した助成金の額が、確定した助成金の額を超えるとき：当該超える額 

 

（技術的援助等） 

第 16 条 市長は、助成金交付団体に対し、まちづくりの基本構想等作成における技術的援助又

は一般的便益を供与することができる。 

 

（補則） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、助成に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

付 則 

１ この要綱は平成元年４月１日から実施する。 

２ この要綱は、西宮市補助金制度に関する指針に基づき、３年以内ごとに見直しを行うもの

とする。 
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付 則 

この要綱は平成３年 4月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成３年８月 1 日から実施する。   

付 則 

この要綱は平成７年 10月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成８年 4月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成 10年 4月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成 11年 11 月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成 15年 4月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成 21年 10 月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は平成 26年 5月 1 日から実施する。 

  付 則 

この要綱は令和元年 5月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は令和５年 4月 1 日から実施する。 

付 則 

この要綱は令和 5年 10 月 1 日から実施する。  

 


